いわきビジネスアイディア・プランコンテスト2007　応募用紙の記入に関する注意事項

1． 応募用紙について

本コンテストの応募には、この応募用紙の使用を義務付けします。他の用紙に記載した応募は受け付けませんのでご注意ください。

2． 記載内容について

　各記載項目は審査に必要なものですので、全て記載してください。記載がない場合、審査の対象とならないことがあります。

3． 応募用紙の改変と枚数について

　応募用紙の枠は必要に応じて拡大することを許可します。ただし、総枚数はビジネスアイディア部門3枚まで、プラン部門8枚までとします。

4． 添付資料について

　応募用紙以外の添付資料については一切受け付けません。応募内容は、規定の応募用紙へ全て記載してください。

5． 写真や図表の扱いについて

　写真や図表については、必要に応じて応募用紙の該当する枠内へ貼り付けを行ってください。別添の写真や図表は受け付けません。

6． 個人情報の取扱について

(1) 応募用紙に記載いただいた個人情報については、本コンテストの運営に必要な連絡や案内と、コンテスト以降のフォローアップ以外の目的では使用することはありません。

(2) 個人情報の取扱については、個人情報保護法および関連するその他の法令・規範を遵守し、個人情報保護に関する管理体制のもと、慎重に取り扱いを致します。
	事務局使用欄
	受付日

	受付番号


★プラン応募用紙★

平成　　　年　　　月　　　日　提出

いわきビジネスアイディア・プランコンテスト2007　応募用紙

1. 応募者

	（フリガナ）

応募者名

法人等は代表者名を記入
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	応募区別

	
	
	□個人　□団体　□法人

	生年月日
	明治・大正・昭和　　　　　　年　　　月　　　日　　（満　　　歳）

	（フリガナ）
法人名または商号

個人の場合は記入不要
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	住所
	〒

TEL：（　　　　）　　　　―　　　　　FAX：（　　　　）　　　　―　　　　   

	HPアドレス
	

	連絡先担当者

法人等で連絡先が応募者（代表者）と異なる場合に記入
	氏名：

役職：

TEL：（　　　　）　　　　―　　　　　FAX：（　　　　）　　　　―　　　　

	電子メール
	


●法人の場合
	業種
	

	事業内容
	

	設立
	　　　　　年　　　　月

	資本金
	　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　人


●個人の場合
	職歴


	

	事業を始めるにあたっての専門能力


	

	資格など


	


2. ビジネスプランの内容

	①事業の名称



	②事業の概要（事業の内容を100文字程度で記入してください）




	③事業の内容（事業の内容について図などを用いてできるだけわかりやすく記入してください）


	③事業の目的（なぜこの事業を行おうとと考えたのか）


	④事業の特徴（製品、技術、サービスの独自性、新規性）


	⑤事業の優位性（既存の類似する事業や競合相手となりそうなものを列挙し、それらに対する優位性とその根拠について説明してください）



	⑥事業の課題・リスクと解決の手段・方法



3. 市場の内容
	1 ターゲット顧客（想定される販売先や顧客についてできるだけ詳しく記入してください）


	2 市場規模と市場の成長性・将来性



	③PR方法と販売方法（顧客への周知方法と具体的な販売方法）




4. 資金計画

	年　次
	１年目
	２年目
	３年目

	需要
事業に必要となる資金
	設備資金
	
	
	

	
	運転資金
	
	
	

	
	合 計
	
	
	

	調達
必要となる資金の調達方法
	自己資金
	
	
	

	
	借入資金
	
	
	

	
	合計
	
	
	


	借入金の調達方法について説明してください



5. 利益計画

	年　次
	第１期
	第２期
	第３期

	Ａ 売上高
	
	
	

	Ｂ 売上原価（仕入れなど）
	
	
	

	Ｃ 粗利益 (A-B)
	
	
	

	経

費
	人件費
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	

	
	研究開発費
	
	
	

	
	その他経費
	
	
	

	Ｄ 経費合計
	
	
	

	Ｅ 営業利益 (C-D)
	
	
	

	Ｆ 営業外損益（支払利息等）
	
	
	

	Ｇ 経常利益 (E+F) 
	
	
	


	第１期の売上高に関する算定根拠を説明してください



6. 事業化計画
	1 事業化スケジュール
年次
時期

実施内容

1年目

2年目

3年目



	2 事業化実施体制（事業のスタート段階における内部（社員など）の体制と外部（仕入先やパートナーなど）の協力体制）
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